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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第137期

第３四半期累計期間
第138期

第３四半期累計期間
第137期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 8,744,898 7,663,452 12,396,570

経常利益 (千円) 504,276 483,471 700,367

四半期(当期）純利益 (千円) 347,397 323,265 476,736

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,204,900 1,204,900 1,204,900

発行済株式総数 (株) 13,233,000 13,233,000 13,233,000

純資産額 (千円) 9,131,910 9,710,665 9,261,454

総資産額 (千円) 14,485,843 14,043,502 14,704,713

１株当たり四半期(当期）純利益
金額

(円) 26.42 24.59 36.26

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 12.00

自己資本比率 (％) 63.0 69.1 63.0
 

 

回次
第137期

第３四半期会計期間
第138期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 15.41 7.36
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため記載を省略しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２ 【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、地政学リスクの高まりなど海外情勢に不安定要因を抱えておりまし

たものの、国内では企業収益の拡大、雇用環境の改善が続き、穏やかな回復基調にありました。

当社関連のコンクリート製品業界では、人手不足や天候不順などから得意先の工事工程が安定せず納品遅れが生じ

ており、また受注競争は依然厳しいものがあります。

このような状況のなか、当社は耐震性・止水性に優れた接着継手工法「ＴＢ（タッチボンド）工法」及び環境に優

しく高い施工性を誇る「ＥＣＯ－Ｃ・Ｌ（エコ・クリーンリフト）工法」の普及に努め、主力のボックスカルバート

をはじめとする製品拡販活動を進めてまいりました。また構築物のプレキャスト化への提案営業にも注力してまいり

ました。

こうして取り組んでまいりましたが、当第３四半期累計期間の売上高は76億６千３百万円（前年同四半期は87億４

千４百万円）となり、損益面におきましては営業利益は４億５千４百万円（前年同四半期は４億６千２百万円）、経

常利益は４億８千３百万円（前年同四半期は５億４百万円）となりました。

四半期純利益は特別利益、特別損失を加減算し税金費用を控除した結果、３億２千３百万円（前年同四半期は３億

４千７百万円）となりました。

 

 セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

 

（コンクリート関連事業）

コンクリート関連事業は、受注高は71億４百万円、売上高は76億２千６百万円（前年同四半期は87億７百万円）、

セグメント利益は４億７千８百万円（前年同四半期は４億８千６百万円）となりました。

①セメント二次製品部門は、受注高が33億５千１百万円、売上高は37億６千７百万円（前年同四半期は37億２千万

円）となりました。

②工事部門は、受注高が２億８千９百万円、売上高は３億４千５百万円（前年同四半期は３億５千万円）となりま

した。

③その他部門は、工事用資材及びコンクリート製品に装着する資材等で、受注高は34億６千４百万円、売上高は35

億１千３百万円（前年同四半期は46億３千６百万円）となりました。

（不動産事業）

不動産事業は当社が保有するマンション等の賃貸収入で、売上高は３千６百万円（前年同四半期は３千７百万

円）、セグメント利益は１千４百万円（前年同四半期は１千７百万円）となりました。
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（２）財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における総資産は140億４千３百万円（前事業年度末に比べ６億６千１百万円の減少）と

なりました。流動資産は前事業年度末に比べ10億５千８百万円減少し91億４千１百万円となり、固定資産は３億９千

７百万円増加し49億１百万円になりました。流動資産の主な増減は、現金及び預金の増加４億８千６百万円、売上債

権の減少14億１千８百万円であります。

当第３四半期会計期間末における負債は43億３千２百万円（前事業年度末に比べ11億１千万円減少）となりまし

た。流動負債は前事業年度末に比べ13億７百万円減少し29億９千６百万円となり、固定負債は前事業年度末に比べ1

億９千６百万円増加し13億３千６百万円となりました。流動負債の主な減少は仕入債務の11億４千８百万円でありま

す。

当第３四半期会計期間末における純資産は97億１千万円（前事業年度末に比べ４億４千９百万円増加）となりまし

た。主な増加は、その他有価証券評価差額金の２億８千３百万円であります。その結果、自己資本比率は69.1％とな

りました。

 
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はありませ

ん。

 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。　

　

会社の支配に関する基本方針

 （１）会社の支配に関する基本方針の内容

上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規

模買付提案又はこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆

様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

しかしながら、このような株式の大規模な買付や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主

共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を強要するおそれのあるもの、対象会社の取締

役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や

情報を提供しないものなど、不適切なものも少なくありません。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさまざまな源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長

期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。

従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又はこれに類似

する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

 
（２）会社支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を実施しております。これらの取組みは、会社の支配に

関する基本方針の実現に資するものと考えております。

①「中期経営計画」による企業価値向上への取組み

当社は1923年の設立以降、コンクリート二次製品事業一筋で発展をしてまいりました。なかでも1966年に全国

で初めてのコンクリート二次製品、PCボックスカルバートの開発により飛躍的な発展を遂げ、1975年２月にはABC

グループ設立となり技術分権され、今日では日本PCボックスカルバート製品協会として全国で技術分権された企

業が33社にも達し発展をしております。当社の今まで培ったボックスカルバートの技術は、PCボックスカルバー

ト、PRCボックスカルバート、HTCボックスカルバートとなり、その周辺に関する技術開発、用途開発は多くの知

的財産権を生み、近年では新しい工法として「TB（タッチボンド）工法」、「ECO－C・L（エコ・クリーンリフ

ト）工法」を開発し、「TB（タッチボンド）工法」はTB（タッチボンド）工法研究会を発足させ、全国で急速に

普及拡大をし企業発展につながっています。
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日本列島は地震・台風・火山噴火など自然災害の脅威に常に晒されております。当社としては、これらへの備

えとしての国土強靭化に寄与いたしたいと念願し、今まで培った長年の経験に加え、永年蓄積された技術力、多

くの知的財産権をフルに活用し、安全・安心な国土の整備に携わり、企業としての社会的責任を果たし、この分

野で成長する活力ある企業を志向し邁進いたしてまいります。こうしたことから、

ⅰ　国土強靭化と共に新技術、新商品を駆使し社会へ貢献する

ⅱ　(技術＋品質＋コスト）×販売力　で成長

ⅲ　企業は数字なり

を戦略として、「RebirthⅢ 中期経営３ヶ年計画」grow up ASAHI(成長する旭へ) を2016年に更新・策定いた

しました。

（目標）

　「会社の継続的発展と、株主へ安定した配当を持続できる利益を追求し、従業員の幸せな生活向上を実現す

る。」

　「コンクリート製品の先端技術製造会社でありつづけることを目指す。」

（経営方針）

◇企業の成長＝（技術＋品質＋コスト）×販売力。

◇CSR重視の経営を目指す。

◇安全・安心で良質な製品を提供する。

◇三位一体の改革改善にて、たえず活性化を計り継続的な利益を追求する。

◇「組織力」「技術力」の充実を計り、旭独自技術の入った商品開発を迅速化する。

◇仕事に対する“情熱”“執念”“熱意”“気力”を持ち、新しい仕事にチャレンジする。

◇“企業は数字なり”を基に成果は数字で表す。

②コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営指針（企業理念、社是、社針）を基に地球環境を守り、社会の一員として企業の発展に取組み、

顧客、株主、また地域社会及び従業員等多くの関係者各位のご期待、ご信頼に応える収益力及び業容の拡大によ

る事業基盤の強化を図ります。

（企業理念）

◇「誠意をもって、社会の安全・安心な環境整備に貢献し、株主・従業員及び家族の幸せを追求する」

◇「最高の技術をもって社会に奉仕する」

（社是）「信用第一」

（社針）「質の伴った量の拡大」

当社は、取締役会及び監査役会の設置会社であり、経営者のこれら取組みに対して、取締役会（監督）の強

化、監査役会（監査）の強化により厳格に監視します。

当社では、多数の投資家の皆様に長期的な当社への投資を継続して頂くためコーポレート・ガバナンスを充実

させ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるために取り組んでまいります。　　

 

（３）会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み

当社は、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配され

ることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるための取り組みとして、平成28年

５月18日開催の当社取締役会において、「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下「本プラ

ン」といいます。）の継続を決議し、平成28年６月29日開催の第136回定時株主総会（以下「本株主総会」といいま

す。）において、本プランの継続について承認を得ております。

 その概要は以下の通りです。

本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを

目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の

買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。
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本プランにおける、大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール（以下「大規模買

付ルール」といいます。）は、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②必

要情報の提供完了後、対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当社全株式の買付けの場合は最長60日間、そ

の他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役会による評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、

取締役会評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。

本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模買付行為に

対する対抗措置は講じません。但し、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守しても当該大

規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと

判断する場合には、必要かつ相当な範囲で新株予約権の無償割当等、会社法その他の法律および当社定款が認める

検討可能な対抗措置をとることがあります。

このように対抗措置をとる場合、その判断の合理性及び公正性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に

先立ち、当社の業務執行を行う経営陣から独立し,当社及び当社の取締役との間に利害関係を有していない社外取締

役、社外監査役または社外有識者から選任された委員で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是非につい

て諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非について、取締役会評価期間内に勧告を行うものとします。当社取

締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとします。

　本プランの有効期限

平成31年６月に開催される当社第139回定時株主総会の終結の時までとします。本プランは、有効期間中であって

も

①当社株主総会において本プランを廃止する旨の株主の一定割合の意思表示が行われた場合。

②当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議等が行われた場合。

その時点で廃止されるものとします。

継続後の本プランの詳細につきましては、当社ウェブサイト（http://www.asahi-concrete.co.jp）をご参照くだ

さい。

 
（４）上記取組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の

会社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて

本プランは、①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、②株主共同の利益の確保・向上の目的を

もって継続されていること、③合理的な客観的発動要件の設定、④独立性の高い社外者の判断の重視、⑤株主意思

を反映させるものであること、⑥デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと等の理由か

ら、基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社経営陣の地位の

維持を目的とするものではないと考えております。

 

 
 

（４）研究開発活動

　記載すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,233,000 13,233,000
東京証券取引所　
（市場第二部）

単元株式数は100株単位であり
ます。

計 13,233,000 13,233,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

― 13,233,000 ― 1,204,900 ― 819,054
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
85,300

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

13,139,300
131,393 同上

単元未満株式
普通株式

8,400
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 13,233,000 ― ―

総株主の議決権 ― 131,393 ―
 

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権10個）が

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式65株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
旭コンクリート工業
株式会社

東京都中央区築地1－8－2 85,300 ― 85,300 0.65

計 ― 85,300 ― 85,300 0.65
 

 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年10月１日から平成29年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新創監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,030,156 4,516,996

  受取手形及び売掛金 4,232,099 ※  3,049,223

  電子記録債権 725,068 ※  489,927

  製品 1,015,864 839,461

  原材料及び貯蔵品 94,534 92,247

  その他 107,601 157,613

  貸倒引当金 △5,489 △3,951

  流動資産合計 10,199,837 9,141,518

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 206,133 197,579

   機械及び装置（純額） 187,071 177,689

   土地 1,677,601 1,677,601

   その他（純額） 381,505 397,980

   有形固定資産合計 2,452,311 2,450,849

  無形固定資産 70,445 70,012

  投資その他の資産   

   投資有価証券 791,832 960,009

   関係会社株式 1,005,862 1,246,682

   その他 198,506 188,466

   貸倒引当金 △14,083 △14,036

   投資その他の資産合計 1,982,118 2,381,121

  固定資産合計 4,504,876 4,901,983

 資産合計 14,704,713 14,043,502

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,680,605 ※  2,532,555

  短期借入金 200,000 200,000

  未払法人税等 163,019 22,480

  賞与引当金 106,500 53,312

  その他 153,324 187,912

  流動負債合計 4,303,448 2,996,261

 固定負債   

  長期借入金 800,000 800,000

  退職給付引当金 62,727 69,881

  長期未払金 67,960 56,000

  その他 209,122 410,694

  固定負債合計 1,139,810 1,336,575

 負債合計 5,443,258 4,332,837
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,204,900 1,204,900

  資本剰余金 819,054 819,054

  利益剰余金 6,915,818 7,081,311

  自己株式 △44,965 △45,009

  株主資本合計 8,894,808 9,060,257

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 366,645 650,407

  評価・換算差額等合計 366,645 650,407

 純資産合計 9,261,454 9,710,665

負債純資産合計 14,704,713 14,043,502
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 8,744,898 7,663,452

売上原価 7,506,525 6,442,268

売上総利益 1,238,372 1,221,183

販売費及び一般管理費 776,214 766,982

営業利益 462,158 454,201

営業外収益   

 受取利息 2,440 288

 受取配当金 38,038 41,014

 その他 14,254 4,446

 営業外収益合計 54,734 45,749

営業外費用   

 支払利息 9,214 9,873

 その他 ※  3,401 ※  6,605

 営業外費用合計 12,616 16,479

経常利益 504,276 483,471

特別利益   

 短期売買利益受贈益 - 12,099

 投資有価証券売却益 747 -

 特別利益合計 747 12,099

特別損失   

 固定資産除却損 6,034 10,583

 固定資産売却損 43 -

 特別損失合計 6,078 10,583

税引前四半期純利益 498,945 484,988

法人税、住民税及び事業税 154,600 143,494

法人税等調整額 △3,051 18,228

法人税等合計 151,548 161,722

四半期純利益 347,397 323,265
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等が、四

半期会計期間末残高から除かれております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
（平成29年12月31日)

受取手形

電子記録債権

支払手形

　　　　　　　       ―

　　　　　　　       ―

　　　　　　　       ―

　　　　　     316,734千円

　　　　　      35,276千円

　　　　　     527,175千円
 

(四半期損益計算書関係)

※　営業外費用のその他における主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年12月31日)

工場休止費用

 
　　　　　　　   2,127千円

　　　　　　　　　　　　

　　　　 　　　  2,008千円

　　　　　　　　　

 

 ○売上高の季節的変動

前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平

成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

当社の売上高は、通常の営業形態として、下半期に比べ上半期の売上高の割合が低く、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年12月31日)

減価償却費 　　　　　　　  194,926千円 　　　　　　　  163,126千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 157,773 12.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 157,772 12.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　　該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

関連会社が存在しないため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

旭コンクリート工業株式会社(E01143)

四半期報告書

14/20



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

  　 　(単位：千円)

 

報告セグメント

合計

コンクリート関連事業 不動産事業

売上高    

  外部顧客への売上高 8,707,165 37,733 8,744,898

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 8,707,165 37,733 8,744,898

セグメント利益 486,958 17,063 504,021
 

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関

する事項)

 　　　　　(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 504,021

全社費用(注) △41,862

四半期損益計算書の営業利益 462,158
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
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Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

  　 　(単位：千円)

 

報告セグメント

合計

コンクリート関連事業 不動産事業

売上高    

  外部顧客への売上高 7,626,542 36,909 7,663,452

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 7,626,542 36,909 7,663,452

セグメント利益 478,569 14,357 492,926
 

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関

する事項)

 　　　　　(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 492,926

全社費用(注) △38,725

四半期損益計算書の営業利益 454,201
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

　 １株当たり四半期純利益金額 (円) 26.42 24.59

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額 （千円） 347,397 323,265

   普通株主に帰属しない金額 （千円） ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額 （千円） 347,397 323,265

   普通株式の期中平均株式数 (株) 13,147,743 13,147,666
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月８日

旭コンクリート工業株式会社

取締役会  御中

新創監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   坂   下   貴   之  印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　篠　　原　　一　　馬  印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭コンクリート

工業株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第138期事業年度の第３四半期会計期間(平成29年10月１

日から平成29年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、旭コンクリート工業株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日

をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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